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   第 4 回   熊本県議会  総務常任委員会会議記録 

 

平成26年８月７日（木曜日） 

                        午前10時１分開議 

                        午前11時37分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 報告事項 

  ①九州広域防災拠点構想の取組状況につ 

   いて 

  ②ファシリティマネジメントの取組状況 

   について 

  ③県民幸福量調査の取組状況について 

  ④世界文化遺産登録に向けた取組状況に 

   ついて 

   ――――――――――――――― 

出席委員（８人） 

        委 員 長 田 代 国 広 

        副委員長 杉 浦 康 治 

        委  員 岩 下 栄 一 

        委  員 荒 木 章 博 

        委  員 西   聖 一 

        委  員 内 野 幸 喜 

        委  員 髙 野 洋 介 

        委  員 前 田 憲 秀 

欠席委員(なし） 

委員外議員(なし) 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

 知事公室 

                  公室長 田 嶋    徹 

              危機管理監  古 閑 陽 一 

        秘書課長 大 村 裕 司 

        広報課長 松 永 正 伸 

        危機管理防災課長  岡 田   浩 

  知事公室付政策調整監 白 石 伸 一 

総務部 

         部 長  岡 村 範 明 

理事兼県中央広域本部長兼 

    市町村・税務局長 楢木野 史 貴 

       政策審議監  木 村   敬 

      総務私学局長 仁 木 徳 子 

        人事課長 青 木 政 俊 

  首席審議員兼財政課長 福 島 誠 治 

       県政情報文書課長 本 田 雅 裕 

総務事務センター長  古 谷 秀 晴 

  首席審議員兼管財課長 吉 永 一 夫 

       私学振興課長 橋 本 有 毅 

市町村行政課長兼 

  県央広域本部総務部長  原     悟 

       市町村財政課長  竹 内  信 義 

         消防保安課長 田 原 牧 人 

               税務課長 斉 藤 浩 幸 

企画振興部 

         部 長 島 崎 征 夫 

       政策審議監 栁 田 誠 喜 

    地域・文化振興局長  田 中 浩 二 

交通政策・情報局長 坂 本   浩 

  首席審議員兼企画課長 小 原 雅 晶 

     地域振興課長兼 

  県央広域本部振興部長 横 井 淳 一 

       文化企画課長 吉  永 明  彦 

       政策監兼 

文化・世界遺産推進室長 本 田   圭 

     首席審議員兼 

川辺川ダム総合対策課長  福 山 武 彦 

       首席審議員兼 

      交通政策課長 吉 田   誠 

      情報企画課長 家 入   淳 

           統計調査課長  上 田 英 典 

出納局 

    会計管理者兼出納局長 伊 藤 敏 明 

    首席審議員兼会計課長  福 島   裕 

            管理調達課長 田 上 英 充 
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人事委員会事務局 

         局 長 田 中 伸 也 

          総務課長  吉 富   寛 

              公務員課長 井 上 知 行 

監査委員事務局 

         局 長 牧 野 俊 彦 

         監査監 草 野 武 夫 

                  監査監 瀬 戸 浩 一 

         監査監 千 羽 一 樹 

議会事務局 

                  局 長 佐 藤 伸 之 

         次長兼総務課長 後 藤 泰 之 

               議事課長 塘 岡 弘 幸 

      政務調査課長 冨 永 章 子 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

       議事課主幹 槇 原 俊 郎 

     政務調査課主幹 福 島 哲 也 

――――――――――――――― 

  午前10時１分開議 

○田代国広委員長 おはようございます。 

 それでは、ただいまから第４回総務常任委

員会を開会いたします。 

 まず、前回６月の委員会以降に人事異動が

あっておりますので、自席から自己紹介をお

願いします。 

  （企画振興部長自己紹介) 

 

○田代国広委員長 本日の委員会は、執行部

より主要事業の現在の取り組み状況について

報告を受けたいと思います。 

 質疑は、執行部の報告後、一括してお受け

いたします。説明は、効率よく進めるために

着座のまま簡潔にお願いします。 

 それでは、執行部から報告をお願いしま

す。 

 

○岡田危機管理防災課長 危機管理防災課の

岡田でございます。 

 資料の１ページをお願いいたします。 

 東日本大震災を契機といたしまして、九州

においても、南海トラフ地震など、県境を越

えた広範囲かつ大規模な災害が発生した場合

の広域的な災害対応体制の整備が喫緊の課題

となっております。特に国の南海トラフ地震

の被害想定では、九州の東海岸、大分、宮

崎、鹿児島で甚大な被害が発生することか

ら、比較的被害が小さいとされております本

県が中心となって被災県を支援する必要があ

ると考えております。 

 本県は、地理的に九州の中央に位置してお

り、阿蘇くまもと空港から各県にヘリコプタ

ーで30分前後で行くことができ、活動拠点と

しては最適であること、実質的な災害対応を

行う陸上自衛隊の西部方面総監部や第８師団

司令部が駐屯し、災害拠点としての指令機能

を有しており、また、災害医療派遣の実績が

豊富な熊本赤十字病院のほか、高度医療機関

等が存在しているなど、災害即応体制が充実

していること、また、各防災関係機関が災害

リスクの低い市街地の外縁部、かつ津波被害

の心配のない内陸部に立地していることな

ど、広域防災拠点として多くの優位性を有し

ております。 

 これらを十分に生かしながら、九州におい

て広域的かつ甚大な災害が発生した場合に、

本県を拠点に被災県を支援する体制を整備す

るため、本年１月に、九州を支える広域防災

拠点構想を策定いたしております。 

 次に、２の構想の実現に向けた取り組み状

況でございますが、まず(1)の国への提案、

要望活動等でございます。 

 １点目は、今年度、内閣府が、南海トラフ

地震により九州に甚大な被害が生じた場合を

想定し、国の現地対策本部の設置場所の調査

を実施いたしておりますので、この構想を示

して、知事を先頭に、国に現地対策本部の誘

致について働きかけを行っております。 

 具体的には、本年５月16日に、知事から、

古屋防災担当大臣、小野寺防衛大臣及び太田
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国土交通大臣に対しまして、国の現地対策本

部の設置場所に本県を選定するよう要望いた

しております。 

 ２点目は、本年６月の国の施策等に関する

提案において、関係省庁に対しまして、国の

現地対策本部の本県への設置を初め、阿蘇く

まもと空港の防災上の拠点空港としての位置

づけ、防災消防航空センターの整備に係る財

政支援の強化、九州中央自動車道や中九州横

断道路等の道路網の整備促進などを要望いた

しております。 

 また、県議会におかれましても、さきの６

月定例会におきまして、九州を支える広域防

災拠点化の推進を求める意見書を国に御提出

いただいたところでございます。 

 次に、(2)の拠点施設の機能強化に向けた

整備でございますが、ただ単に国に対して働

きかけを行うだけではなく、県においてさま

ざまな取り組みを先導的に進めております。 

 まず、①の九州の広域防災拠点強化整備事

業では、自衛隊等の支援部隊の集結拠点とし

て想定いたしております県民総合運動公園に

耐震性貯水槽及び防災トイレを、緊急消防援

助隊の集結拠点となる消防学校に備蓄倉庫、

支援物資の集積拠点となります産業展示場に

太陽光発電設備及び自衛隊大型輸送ヘリ離発

着場を整備するなどの取り組みを進めている

ところでございます。 

 特に②の阿蘇くまもと空港広域防災拠点等

整備事業では、支援活動が円滑かつ迅速に行

われますよう、せんだって御視察いただきま

したが、阿蘇くまもと空港に隣接する県有地

に、災害対応のための駐機場を整備すること

といたしております。 

 また、③の天草空港機能向上事業では、阿

蘇くまもと空港への支援機が集中的に飛来

し、受け入れができないような場合には、天

草空港が一時的に補完的な役割が果たせるよ

う、エプロンの舗装強化やターミナルビルの

防災拠点化などに取り組んでいるところでご

ざいます。 

 いずれの事業も既に事業に着手しており、

実施設計段階または施工段階にあり、今年度

中には全ての事業は完了する予定でありま

す。 

 最後に、(3)の広域防災訓練等の実施につ

いてでございますが、①にありますように、

既に昨年12月に南海トラフ地震を想定いたし

ました訓練で、支援対策本部を本県が代行す

る訓練を実施いたしております。 

 また、②にありますように、本年６月に南

海トラフ地震を想定し、国や九州各県、医療

機関等の関係機関が参加して行われました自

衛隊の統合防災演習にも参加をいたし、さら

には、③にございますように、今月30日に行

われます広域医療搬送訓練にも参加する予定

であります。 

 今後もこれらの広域防災訓練に積極的に参

画し、真に広域防災拠点としての役割を担え

るよう取り組んでまいりたいと思っておりま

す。 

 私からの説明は以上でございます。よろし

くお願いいたします。 

 

○吉永管財課長 管財課でございます。 

 管財課が中心となって進めております財産

の管理、利活用に関する新しい取り組みであ

りますファシリティーマネジメントの取り組

み状況について御報告いたします。 

 資料の３ページをごらんください。 

 まず、取り組みの背景でございますが、本

県においては、多くの財産を保有しており、

特に県有施設について、高度経済成長期に建

設されたものが多いことなどから、次のよう

なさまざまな課題を抱えております。 

 県有財産を取り巻く課題として、まず１番

目に挙げられるのが、県有施設の老朽化の進

展です。国、地方を通じて、公共施設の老朽

化が大きな課題となっています。 

 下段のグラフをごらんください。 
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 このグラフは、5,600棟を超える県有施設

を建築年次ごとに並べたものです。延べ面積

で全体の半分以上が建築後30年を経過してい

る状況にあります。こうした背景には、高度

経済成長期に当たる1970年代に施設の建築が

集中したことが挙げられます。 

 ２番目の課題として挙げられるのが、全庁

的なマネジメントの不在です。 

 県有財産については、財産ごとに、それぞ

れの所管部局においてそれぞれに管理されて

おり、統一的に調整をする視点が不足してい

ました。このため、今後、県有財産を全庁的

な視点をもってマネジメントしていくことが

必要と考えています。 

 このほか、行財政改革や財政健全化、また

尐子高齢化や人口減尐社会、さらに環境負荷

の軽減や省エネといった課題に対応していく

ため、経営的な視点で全ての県有財産を総合

的に管理、活用する、いわゆるファシリティ

ーマネジメントの手法を導入することとして

おります。 

 続きまして、資料の４ページをお願いいた

します。 

 この新しいファシリティーマネジメントの

取り組みを進めるために、まず取り組みの基

本方針として、平成25年３月に、経営戦略的

視点に立った県有財産の管理に関する基本方

針を策定しました。 

 なお、この基本方針の考え方は、全ての県

有財産を対象としていますが、道路、河川な

どのインフラ施設や公営住宅、都市公園等

は、各所管部局でマネジメントに取り組むこ

ととしまして、この基本方針では、これ以外

の主に建築物に対するマネジメントを行うこ

ととしています。 

 次に、枠囲みの欄をごらんください。 

 この基本方針の柱として、３つの基本的方

針を定めています。 

 １つ目は、県有財産の総量最適化です。 

 県有施設の老朽度や利用状況などの現状を

把握し、施設の効率的な利活用や利用の見込

みのない県有財産の売却を行うなどして、県

有財産の保有総量の最適化を図っていく取り

組みです。 

 ２つ目は、県有財産の効率的活用です。 

 県有財産の維持管理に係る日常的な経費の

見直しや施設の共同利用など、県有財産の有

効活用を進め、歳出の削減と歳入の確保を図

る取り組みです。 

 ３つ目は、県有施設の長寿命化です。 

 継続して利用する施設については、保全、

改修を計画的に進めることで、施設をより長

い期間使用し、中長期的な建てかえや維持管

理経費の削減につなげる取り組みです。 

 次に、５ページの上段をごらんください。 

 こうした３つの基本的な取り組みに基づ

き、本県のファシリティーマネジメントの推

進方向を図示化しております。 

 ①の総量最適化、②の効率的活用、③の長

寿命化という３つの方向性を踏まえながら、

現在保有する県有財産について、量の見直

し、使い方の見直し、質の見直しの３つの見

直しを進めていきます。 

 具体的には、全庁的な調整組織である利活

用推進会議においてマネジメントを行い、利

用しない財産は縮小、さらには売却を進めま

す。また、利用状況の低い施設や余裕スペー

スのある施設は、共同利用や集約などを行っ

て効率的に利用します。そして、継続的に利

用する財産は、長期間使用できるように長寿

命化を図っていきます。 

 こうした取り組みを進めることで、将来的

には県有財産の保有量を最適化し、県有施設

全体の経費の調整を行い、建てかえや維持管

理経費の負担軽減などにつなげ、本県の状況

に見合った効率的な財産管理を図っていくこ

とを目指しています。 

 続いて、５ページの下段をごらんくださ

い。 

 先ほど御説明した基本方針に基づきまし
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て、平成25年度から、各種の具体的な取り組

みに着手したところです。その主な取り組み

の推進スケジュールについてまず御説明いた

します。 

 ３つの基本的な取り組みごとに各種の事業

を設けておりますが、この表には、既に着手

をした取り組みの中で代表的なものを記載し

ております。 

 ①の県有財産の総量最適化としては、施設

の現状調査の取り組みや未利用財産の売却推

進、②の県有財産の効率的活用としては、職

員住宅の共同利用化、③の県有施設の長寿命

化としては、建物の維持管理経費の算定とい

った事業について、平成25年度から27年度ま

での３年間という当面のスケジュールを記載

しております。 

 そして、それぞれの取り組みを進めること

で、表の右欄に記載しているような期待され

る効果を見出しながら、最適な財産管理によ

る財政負担の軽減と効率的活用という目標の

実現を目指しております。 

 具体的な事業内容につきましては、次のペ

ージで御説明いたします。資料の６ページを

お願いいたします。 

 上段の欄に、平成25年度の主な取り組みを

記載しております。 

 まず１つ目は、県有施設の現状を把握する

ための取り組みとして、施設の現状評価や将

来的な維持管理経費を負担するためのプログ

ラムを開発しました。 

 次に、未利用財産の売却促進を図るため

に、売却業務の一部を民間事業者に委託し、

民間事業者のノウハウを活用した売却を実施

しております。 

 このほか、知事部局、教育庁、県警の任命

権者ごとに設置、管理している職員住宅の入

居条件を緩和した共同利用や、ファシリティ

ーマネジメントについての全庁的な推進体制

として、各部局が参加した県有財産利活用推

進会議の設置による部局間の連携、さらに

は、市町村と県職員の合同による研修会を開

催し、意識の醸成や専門知識の習得などを進

めました。 

 次に、下段の欄をごらんください。 

 26年度以降の主な取り組みでございます

が、まず、未利用財産の売却推進を初めとし

た昨年度の取り組みを継続的な取り組みとし

て、引き続き推進していくこととしておりま

す。 

 ２つ目は、県有施設の現状調査の実施で

す。 

 先ほど御説明しました昨年度開発しました

調査プログラムを活用しまして、主要な県有

施設の現状の把握や中長期的な維持管理経費

の試算といった調査作業に取り組んでいると

ころです。 

 来年度以降、この調査結果を取りまとめ、

それを踏まえて、個々の施設ごとに集約や建

てかえなど、利活用の方向性や改築の優先順

位を定めるなど、計画的な保全、改修に向け

た検討を進めていくこととしています。 

 ３つ目として、庁舎等建物に関する情報を

一元的に管理し、各施設からオンライン上で

アクセスできる仕組みを整備することとしま

した。 

 今年度から、各施設において、各施設の光

熱水費などのデータを定期的に入力し、順次

必要なデータを蓄積していき、今後施設の現

状調査や維持管理経費の効率化などに活用し

てまいりたいと考えております。 

 最後に、資料７ページをお願いいたしま

す。 

 今後の課題等について御説明いたします。 

 これまで本県では、独自の取り組みとして

ファシリティーマネジメントに関する基本方

針を定め、各種の取り組みに着手してきたと

ころですが、一方で、新たに公共施設等総合

管理計画を策定するよう、国から各自治体に

対して要請が行われました。 

 上段の欄をごらんください。 
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 まず、この国からの策定要請の概要につい

てでございますが、公共施設等の老朽化対策

が国、地方を通じた大きな課題となっていま

すことから、ことし４月22日付で総務大臣通

知が出され、地方公共団体において、所有す

る公共施設等を総合的に管理するための計

画、いわゆる公共施設等総合管理計画を策定

するよう要請が行われたところです。 

 この計画の策定の趣旨としましては、ま

ず、厳しい財政状況や人口減尐を背景とする

公共施設等の利用需要の変化などへの対応が

必要であること、そのためには、公共施設等

の全体の状況を把握し、長期的な視点を持っ

て更新、長寿命化など計画的に行う必要があ

ること、そして、計画の目標として、財政負

担を軽減、平準化するとともに、公共施設等

の最適な配置を実現していくことといった点

にあります。 

 次に、中段の欄をごらんください。 

 総合管理計画の策定に際しての主な要点を

まとめております。 

 この計画は、インフラ施設を含めた全ての

公共施設を対象としております。また、施設

の老朽化、利用状況などの現状の把握や、将

来人口の見通しや維持管理経費の見込みなど

を試算することが必要です。そして、計画期

間としては10年以上、取り組み体制として

は、自治体全体として取り組むこと、さら

に、施設の管理に関することとして、維持管

理や長寿命化などの取り扱いについて記載す

ることとされています。 

 最後に、下段の欄をごらんください。 

 計画の策定に向けた今後の対応についてで

ございますが、これまで説明してまいりまし

たとおり、総合管理計画と県の基本方針の基

本的な趣旨は同じだと考えています。また、

総合管理計画の中で記載が必要な事項につき

ましても、既に県の基本方針の中で記載して

いる事項が尐なくありません。このため、こ

の基本方針の内容を踏まえた上で必要な見直

し作業を行うとして、総合管理計画を策定す

ることを基本と考えております。 

 策定作業の進め方としましては、管財課が

窓口になりながら、全庁的な推進組織である

県有財産利活用推進会議を中心に、部局横断

的な連携の調整を図っていきたいと考えてお

ります。 

 ファシリティーマネジメントの取り組みに

ついての御報告は以上でございます。どうぞ

よろしくお願いします。 

 

○小原企画課長 企画課でございます。 

 資料８ページ、Ａ３の資料をごらんくださ

い。 

 県民幸福量調査の取り組み状況について御

説明します。 

 なお、本日の説明資料は、昨日開催された

幸せ実感くまもと４カ年戦略委員会にて御検

討いただいた資料を一部修正したものです。

この新４カ年戦略委員会の資料は、委員の皆

様には既にお送りしておりますので、あらか

じめお断り申し上げます。 

 ページの左側をごらんください。 

 県民幸福量調査は、県民幸福量をはかる総

合指標、県民総幸福量、ＡＫＨを算出するた

めに実施しているものです。このＡＫＨにつ

きましては、ことし１月の本委員会にても御

説明しておりますが、改めて簡潔に御説明申

し上げます。 

 まず、(1)の目的でございますが、まずＡ

ＫＨとは、熊本の幸福を集計するという意味

のアグリゲート・クマモト・ハピネスの略称

でございます。ＡＫＨは、蒲島県政の基本理

念である県民幸福量の最大化の考え方を、県

民の皆さんと共有し、効果的な施策につなげ

ることを目的としております。 

 次に(2)に、これまでの経過を含めて、Ａ

ＫＨの特徴をまとめております。 

 ページ中ほどに、このＡＫＨの構成図をお

示ししております。 
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 図一番左側に縦書きで、小さな緑枠で書い

てございます、４つの分類と書いてあるとこ

ろですが、左から、夢を持っている、誇りが

ある、経済的な安定、将来に不安がないの４

つを示しています。これらをまとめて４つの

分類としています。 

 また、それぞれの分類の下に３つずつの項

目を設定しております。例えば、４つの分類

の１つである一番左の夢を持っているであれ

ば、家族関係、仕事関係、教育環境の３つで

ございます。残りの３つの分類についても、

それぞれ同じように３つずつの項目を設定し

ており、これらをまとめて12の項目としてお

ります。 

 次に、②でございますが、ＡＫＨは、夢を

持っているなど４つの分類に関して、どの程

度それを重要視するかというウエートと、12

の項目に関する満足度を、県民アンケート、

すなわち県民幸福量調査により測定し、それ

ぞれ掛け合わせて合計する仕組みとしており

ます。 

 次に、ページ下の(3)のＡＫＨの活用方法

でございますが、まず①に、毎年度、同じ内

容の調査を実施してＡＫＨを算出すること

で、地域別や年齢階層別などの属性を見て、

どのような違いがあるのか、また、前年度か

らどのような動きがあるのかなどを比較分析

することで、政策の評価や施策の立案などに

活用していくこととしております。 

 また②ですが、今年度は、市町村や各地域

で住民が参加した政策づくりにこのＡＫＨを

活用していただけるように、セミナーやワー

クショップなどを開催していくこととしてお

ります。その一環として、先月７月には、そ

の際のかなめとなる市町村職員を対象とした

報告・説明会を全振興局にて開催したところ

でございます。 

 ページの右側をごらんください。 

 県民幸福量調査の今年度の概要と結果、並

びにその結果から算出したＡＫＨの値の変動

などについて御説明します。 

 (1)ですが、今年度の結果を点線の枠囲み

にお示ししております。対象は、昨年度と同

様に、県内にお住まいの20歳以上の男女3,50

0人でございます。期間は、５月26日から６

月９日でございます。 

 次に、回収数でございますが、お返しいた

だいた調査票は1,763件で、回収率は50.4％

となっております。年度ごとの比較ができる

ように、設問の内容は24年度から同じものに

してございます。 

 次に、枠囲みのＡＫＨの算出をごらんくだ

さい。 

 この調査結果をもとに、４つの分類ごとに

満足度とウエートを掛け合わせて合計すると

いう仕組みにより、今年度のＡＫＨを算出す

ると、102.1との値が得られました。ＡＫＨ

は、計算上最高が150になりますので、わか

りやすく100を最高点として換算いたします

と、68.1となります。 

 次に、(2)の年度ごとの変動をごらんくだ

さい。 

 平成24年度から今年度までの変動でござい

ます。 

 ①のＡＫＨの値につきましては、御説明し

たとおり、今年度の値は、グラフの一番右の

68.1で、25年度の68.4、24年度の68.7から若

干減尐し続けておりますが、ほぼ横ばいの状

態です。 

 このように、安定的な値が導き出されてお

り、このことからも、ＡＫＨの県民の幸福量

をはかる指標として有効性が確認できたので

はないかと考えています。 

 ②に、ＡＫＨの幸福要因ごとの数値とし

て、ＡＫＨを構成する４つの分類ごとに、満

足とウエートを掛け合わせた数値をお示しし

ております。それぞれの分類について、おお

むね小数点第１のレベルでの若干の増減が見

られます。 

 また、③には、②の幸福要因ごとの数値を
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パーセントであらわしている割合のグラフを

記載しております。幸福全体の中で各要因が

どの程度を占めるのか、また、それらの年度

ごとの推移を視覚的に捉えていただけるもの

と思います。 

 今後は、地域別や年齢階層別などの属性別

での違いや年度ごとの推移などを分析し、来

月にはその結果を公表できるよう作業を進

め、県民幸福量を高めるための施策の立案に

つなげてまいりたいと考えております。 

 説明は以上でございます。 

 

○本田文化・世界遺産推進室長 文化・世界

遺産推進室でございます。 

 世界文化遺産登録に向けた取り組み状況に

ついて御説明いたします。 

 資料は９ページからでございます。 

 まず、世界遺産に係る基本的な事柄につい

て簡単に御説明いたします。 

 ９ページの「１ 世界遺産とは」に記載の

とおり、世界遺産は、世界遺産条約に基づ

き、世界遺産一覧表に登録された世界人類共

通の資産であり、これを次世代に引き継いで

いこうというものでございます。 

 世界的な状況につきましては、「２ 世界

遺産の種類及び登録件数」に記載のとおり、

現在、世界で文化遺産が779件、自然遺産が1

97件、複合遺産が31件の合計1,007件が世界

遺産として登録されております。 

 次に、世界遺産登録の要件ですが、「３ 

登録基準」３行目ほどに(1)(2)として記載し

ておりますが、顕著で普遍的な価値の証明、

それと国内における万全の保護措置、この２

点でございます。これを満たしているかどう

か、ユネスコの世界遺産委員会が調査、審議

し、登録の可否を決定するものでございま

す。 

 ページ一番下のほう、枠囲みとしまして、

世界遺産以外の世界的な遺産に係る制度、ジ

オパーク、世界農業遺産、世界記憶遺産、世

界無形文化遺産について、簡単に制度の概要

等を記載しております。説明は省かせていた

だきます。 

 資料10ページをお願いいたします。 

 上段に、日本の世界遺産を記載しておりま

す。 

 現在、日本におきましては、自然遺産が４

件、文化遺産が14件の合計18件が登録されて

おります。御承知のとおり、ことしは、18に

記載の富岡製糸場と絹産業遺産群が新たに登

録されたところです。 

 下段の表には、日本において、この世界遺

産としての推薦を待っております暫定一覧表

記載の10の資産を載せております。 

 本県にも構成資産があります、４、長崎の

教会群、それと、７、九州・山口の近代化産

業遺産群、これは今名称は明治日本の産業革

命遺産と変わっておりますが、この２つの資

産が記載されているところでございます。 

 11ページをお願いいたします。 

 世界遺産登録の流れにつきまして、簡単に

御説明いたします。 

 資料一番下に、世界遺産登録への道のりと

してフロー図を示しております。 

 左から順次説明いたしますが、まず最初の

ステップとして、先ほども申しました、世界

遺産暫定一覧表への登録があります。これに

記載がないと、国からユネスコへの推薦がで

きないということになっております。そし

て、この暫定一覧表記載資産の中から、推薦

書原案等を各自治体が作成しまして、そして

文化審議会でその年の推薦候補を選定しまし

て、それから、関係省庁連絡会議を経て国か

らユネスコに推薦書が提出されるという流れ

でございます。国からの推薦は、文化遺産、

自然遺産、それぞれ年に１件ずつとされてい

るところでございます。 

 そして、推薦決定の翌年に専門機関でござ

いますＩＣＯＭＯＳというところの現地調査

が行われ、さらに、その翌年に調査結果に基
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づくＩＣＯＭＯＳの勧告が行われます。そし

て最後に、ＩＣＯＭＯＳ勧告の約一月後ぐら

いに世界遺産委員会の審議が行われまして、

そこで登録の可否が決定されるという流れに

なっております。したがいまして、推薦決定

から世界遺産登録までは、最短で２年かかる

ということになってございます。 

 上段の三角形の図につきましては、一番上

が世界遺産、真ん中が世界遺産暫定一覧表、

そして、その下にカテゴリーⅠａからカテゴ

リーⅡまで、これが暫定一覧表の候補、さら

にその暫定の候補という整理をしておるとこ

ろでございます。 

 ここで、本県に関係あります各資産の状況

について説明いたします。 

 12ページをお願いいたします。 

 まず、明治日本の産業革命遺産についてで

す。 

 「１ 経緯」に記載のとおり、平成26年１

月に、国からユネスコに推薦書が提出されま

した。 

 そして、「２ コンセプト」に記載してお

りますが、このコンセプトとしましては、日

本は、幕末における西洋技術の導入後、約50

年という極めて短期間のうちに飛躍的な発展

を遂げました。このことは世界史的にも特筆

すべきものであり、この急速な発展の過程を

示す製鉄、造船、石炭産業など基幹産業に係

る遺産、これを構成資産として世界遺産登録

を目指しているものでございます。 

 「３ 構成資産」として記載しております

が、本県内の資産としましては、荒尾市の万

田坑、それと専用鉄道敷跡、それと宇城市の

三角西港でございます。 

 全国的には８県11市にまたがって23の資産

で構成しており、例えば、長崎の端島炭鉱、

軍艦島ということでよく知られております

が、あるいは長崎の造船所、福岡の八幡製鉄

所など、中には現在も稼働中の資産も含まれ

ておるその23の資産で構成されているところ

でございます。 

 「５ 今後の主なスケジュール」として記

載しておりますが、ことし９月ごろにはＩＣ

ＯＭＯＳの現地調査が行われ、来年６月に世

界遺産委員会の審議を経て登録の可否が決定

されることになります。ＩＣＯＭＯＳの調査

も年々厳しくなってきております。内閣官房

や関係県市とともに、しっかりと準備を整え

て、調査に対応したいと考えております。 

 次に、13ページをお願いいたします。 

 長崎の教会群とキリスト教関連遺産につい

てです。 

 「１ 経緯」に記載のとおり、この資産

は、平成19年１月に暫定一覧表に記載されま

した。ただし、この時点では長崎県内のみの

資産で構成され、そして、長崎県、それと長

崎県内関係市町のみでの取り組みが行われて

おりました。その後、文化庁からの指摘ある

いは本県からの働きかけの結果、平成24年６

月に天草の﨑津集落が構成資産として追加さ

れ、以後は、本県及び天草市も加わって、長

崎県等とともに取り組みを進めまして、つい

先月、７月に今年度の推薦候補として選定さ

れたところでございます。 

 「２ コンセプト」に記載のとおり、本資

産は、日本へのキリスト教の伝来、それから

禁教下におけるひそかな信仰の継承、それか

ら復活という、日本におけるキリスト教の伝

播と浸透のプロセスをあらわす資産でござい

ます。 

 それから、「３ 構成資産」に記載のとお

り、本県の資産は、﨑津教会を含む﨑津集落

でございます。また、長崎県内の資産につき

ましては、参考として記載しているとおり、

大浦天主堂ほかの資産でございます。 

 ５に今後のスケジュールを記載しておりま

すが、来年２月１日までに推薦書の正式版を

ユネスコに提出しまして、平成28年の登録実

現を目指して取り組んでいるところでござい

ます。 
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 最後に、阿蘇についてでございます。 

 14ページをお願いいたします。 

 「１ 経緯」欄に記載のとおり、平成20年

に、暫定一覧表にあと一歩というカテゴリー

Ⅰａに位置づけられました。この阿蘇につき

ましては、他の２つの資産と違いまして、世

界遺産の最初のステップである世界遺産暫定

一覧表にまだ記載がないということで、ここ

への早期の記載を目指しまして、構成資産の

国文化財指定等を着実に進めているところで

ございます。 

 昨年からことしにかけまして、米塚、草千

里ケ浜の名勝、天然記念物指定や豊後街道の

史跡指定が実現しました。さらには、本年度

末をめどにしまして、草原を中心とする阿蘇

の文化的景観につきまして、文化財保護法に

基づく重要文化的景観の選定申し出を行うべ

く、関係市町村とともに準備を進めておると

ころでございます。また、機運醸成のための

啓発活動等にも継続的に取り組んでいるとこ

ろでございます。 

 引き続き、暫定一覧表への早期記載、そし

て世界遺産登録実現に向け、関係県、市町村

とともに連携して取り組んでまいります。 

 説明は以上でございます。よろしくお願い

申し上げます。 

 

○田代国広委員長 以上で執行部の報告が終

わりましたので、これまでの報告について質

疑を受けたいと思います。 

 質疑ありませんか。 

 

○荒木章博委員 県民幸福量の調査の取り組

み状況についてということで今説明がありま

したけれども、これは熊本県が、ブータン、

ＧＮＨなどを含めた県民の幸福量を図り、そ

の指標をつくって行政のいろんな施策の中で

取り組んでいくという、全国でも先駆けた画

期的な取り組みだということで、大変な評価

を私はするところなんですけれどもね。 

 しかし、そこで、今これを見ますと、８ペ

ージですけれども、24年度が68.7、25年度が

68.4、26年度が68.1と、平均的に微妙に落ち

ているといったことで、最大化を目指す施策

の中で横ばいであるということについて、ど

ういうふうな考え方を執行部の方は持ってお

られますか。 

 

○小原企画課長 県民の幸福量の最大化を求

めている中で、この数値が現状わずかに微減

ということでございますが、どう考えている

のかということでございますが、まず１点目

につきましては、先ほど御説明申し上げまし

たとおり、毎年3,500名の方にアンケートを

とっておりまして、その中で数値がわずか0.

3程度ということでございますので、我々と

しては、まあ誤差の範囲内ぐらいで停滞して

いる、数値はほとんど変わってないという意

味では、この数値の信頼性があるのではない

かというふうには考えております。 

 ただし、上がってないということは事実で

ございますので、今後、これの向上に向け

て、我々も４カ年戦略に掲げた施策の加速化

を進めていかなければならないと考えてござ

います。 

 

○荒木章博委員 私は、もう始まったのは24

年から始まっているんですよね。そうする

と、これは県民の幸福量というのは、ある程

度の人が、テレビ、新聞を含めて、県の職員

の方々もある程度認知はしていると思うんで

すよね。 

 ただ、微妙に下がったことを僕は言ってい

るんじゃなくて、今の課長の考え方は、同じ

レベルだからいいんだという感覚ではなく

て、今後やっぱりもう尐し認知度を上げてい

かなければ、本当の最大化になってないんじ

ゃないかと私は思うんですよね。そこを聞い

ているんですよ。尐し下がったぐらいだから

じゃなくて、もう３年目なんだから、そして
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４年目を迎えているわけですから、そこにつ

いての考え方を私は聞いているんですよ。そ

こについて。 

 

○小原企画課長 今委員がおっしゃられたよ

うに、このＡＫＨの県民への周知あるいは広

報という考え方につきましては、先ほどもち

ょっと御説明させていただきましたが、今年

度からは担当職員が各振興局に出向いて、７

月中には全部振興局を回って、各町村の方々

にもこの考え方を御説明申し上げたところで

ございます。 

 また、民間のほうからも、各市町村で取り

組んでおるまちづくり、そういったところに

も出向いて、できる限りこのＡＫＨの普及に

ついて、県民に広く今後も伝えていきたいと

いうふうに考えてございます。 

 

○荒木章博委員 私は、ちょっとやり方にも

問題があるんじゃないかなと。ここでは言い

ませんけれどもね。幾つか、じゃあお尋ねを

していきたいと思います。 

 それで、将来に向けて政策評価を活用する

ということで考えるということなんですけれ

ども、県民への政策の評価は上がっていない

んじゃないかと僕は思うんですよね。それに

ついてはどうですか。 

 

○小原企画課長 昨日、政策評価の委員会を

開催させていただきまして、そのときには、

これとは別に施策に対するアンケートをとっ

てございまして、それに関しましては、活力

を創る、アジアとつながる、安心、安全を実

現する、百年の礎を築くというところで、そ

れぞれ別項目アンケートをしておるんです

が、25年度に比べますと、それぞれ目標に近

づいているというふうな形でアンケートの結

果が出てございます。 

 

○荒木章博委員 それはアンケートの結果は

出ておるんですけれども、僕はわからぬ。私

が勉強不足ですけれども、全くわからない。

そういったところにもっと理解を高めるとい

いんじゃないかなと思うんですけれどもね。 

 先般、昨年の11月だったですかね、ブータ

ン研究所の所長、国王の片腕が熊本に来られ

てシンポジウムをやりましたね。そういった

中で、錦織部長が、パネラーとして熊本県の

ＡＫＨの考え方ということを30分にわたって

県民に発表された。そして、ＧＮＨの本体の

考え方と合わせながら、熊本県はこういう取

り組みをやるんだということを。 

 たしかそのときに話が出たのは、県北が非

常に高くて、県南のほうが低いということを

あの場所で述べられたと思うんですけれど

も、そういった分析は、今後取り組みの中で

どう考えていかれるか、ちょっとお尋ねした

いと思います。 

 

○小原企画課長 御指摘のとおり、昨年度の

県民幸福量の地域別の満足度では、今委員が

おっしゃられたように、八代、芦北、球磨の

幸福度が低くなってございます。そういう意

味においても、現在フードバレー構想などを

県南の地域の活性化に向けて取り組みを進め

ておりますので、そういった意味では、県の

施策とこのＡＫＨの関係性をきちっと生かし

た形で県の施策を進めているものと考えてご

ざいます。 

 

○荒木章博委員 じゃあ、昨年の11月に、県

北が非常に幸福度のあれが高くて、県南が低

いということについての対応の仕方というの

は、実際何もされてないということですか。 

 

○小原企画課長 今申し上げたように、フー

ドバレー構想、昨年決定してそれを進めてき

たということに関しては、県民の皆さんにと

って、八代に力を入れていく、県全体の幸福

量が上がるためには、やはり県南に力を入れ
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ていかなくてはいけないということで、今年

度もさらにフードバレー構想の実現に向けて

取り組みを進めているということでございま

す。 

 

○荒木章博委員 フードバレー構想も、もち

ろん県の施策の中で――だけん、私は、幸福

量のことについて尋ねているわけなんです

よ。だから、そういう低かったのはフードバ

レーというふうに持ってくるんではなくて、

全体的な考えとしては企画のほうにはないの

かということですよ。それを尋ねているんで

す。 

 

○小原企画課長 このフードバレー構想、一

例を申し上げましたけれども、企画として

も、この県南に対して、今後、フードバレー

に関連する事業も含めて、県南浮揚に向けて

の取り組みを、４カ年戦略の中でも力を入れ

て取り組んでいきたいというふうに考えてご

ざいます。 

 

○荒木章博委員 わかりました。もうそれ以

上はちょっと、きょうは部長が初めてだか

ら、あんまり部長答弁ができないから、部長

答弁ができると非常にやりやすいんですけれ

ども、私たちもですね。 

 ＡＫＨは、さっき話がありましたように、

住民参加型の政策形成の活用ということで、

昨年11月のシンポジウムでも、ＡＫＨの熊本

県の方策については、ほとんどの方が、手を

挙げてもらったら10人ぐらいの方しか知らな

い。あとの300人ぐらいの人たちは全く知ら

ないというのが県民の考え方なんですよね。 

 だから、そういう啓発を――ただ自己満足

でアンケートをとって、ただ数値が出て、そ

れを政策に反映しますと。県南、県北でも高

い低いはありながら、どういったやり方を―

―もちろん、ことしの７月に職員研修をされ

た。職員研修は、どのくらいの人たちが来

て、どういうふうに、どんなやり方でやっ

て、さっき10の各事務所にはやっていくとい

うことなんですけれども、もっともっとやっ

ぱり県の職員の人が、この知事の施策を分析

すべきことじゃないかなと私は思うんです

よ。 

 だから、今言いましたように、県民に対す

る周知、これはもちろん骨格である県の職員

が発信をしていくということが一番なんです

よ。それとまた、地方におる市町村との取り

組みですよ。やっぱりそこには町があり、市

があり、町村があるわけですから、町村に対

する説明やら、議会に対する説明やら、県の

政策はこうなんですよ、学習会はこうなんで

すよと。地方の議会、私の場合は熊本市議会

ですけれども、そういったものとの取り組み

というのはやられているんですか。 

 それともう一つは、そういう、何という

か、県民に、出ていってこういうのを聞きた

いと、そういう情報とかやりとりというのは

どうやっているんですか。私のところは１回

やりましたけれども。そんなところを含めて

お願いします。 

 実はこんなことはあんまり言いたくないん

ですよ、私も。嫌われることだから。しか

し、これは知事の大事な、県民の幸福量の最

大化は第一の公約じゃないですか。今聞いて

いて、私はぴんと来ないよ、はっきり言っ

て。もっと知事の政策ならば、こうだこう

だ、だから、県南で一つは尐なかったから、

こういう取り組みを今やろうとしていると

か、そういうのがないじゃないですか。回答

をお願いします。 

 

○田代国広委員長 全体の取り組みですか。 

 

○荒木章博委員 はい、全体の取り組みも含

めてです。 

 

○小原企画課長 このＡＫＨの取り組みに関



第４回 熊本県議会 総務常任委員会会議記録（平成26年８月７日) 

 - 13 - 

しましては、政策評価にどう今後生かしてい

くか、あるいは今後のきめ細やかな政策立案

をどうするのか、それから、住民参加型の政

策形成ということで、これは今委員がおっし

ゃられたように、各市町村の方々にも、この

ような考え方を生かして、その地域での幸福

量の考え方ということをモデルとして使って

いただければということで、先ほど申し上げ

た、各振興局ごとに回ったのは、市町村職員

を対象にして行った勉強会というか、研修会

でございます。今後も、地域の方々で地域づ

くり、まちづくりなどをしているところに出

向いて、セミナーやワークショップ、そうい

ったものは取り組んでまいりたいと思ってお

ります。 

 また、このＡＫＨの考え方につきまして

は、政策評価の策定に関しましては、各部局

のほうにもこれをお知らせして、職員への周

知も図っているところでございます。 

 ただ、おっしゃられるように、まだ十分で

はないということでございますので、私ど

も、これについては、今後もさらに力を入れ

て広報、周知活動、ＰＲを行っていきたいと

いうふうに考えてございます。 

 

○荒木章博委員 もうこのＡＫＨのことばか

り言うとられぬからですね。また、次はいろ

いろ皆さん方の御意見もあるし、文化遺産の

こともあるしですね。 

 やっぱりこの取り組みというのが――私

も、10人が10人、たまたまＡＫＨのことにつ

いてどう――県庁の職員の方と話をしても、

回答は出ないですよ。全くわかってないで

す、一人一人が。小原さんだけわかっとる、

本当に、聞いても。部長さんたちは知っとん

なはるかもしれぬ。一人一人聞いてもいいん

だけど、どう思っているのか。 

 だから、やっぱりその知事の施政の中で、

まあいろいろあれすると迷惑かける職員もい

るけれども、やっぱりどんなものを知事の施

策の中でやって、ＡＫＨの問題、幸福量を取

り組んでいって、それで３年間、４年間アン

ケートをとって、それが微妙に下がっている

んじゃなくて、微妙に一緒なんだということ

では危険を感じなきゃいかぬと思うんです

よ、僕は。 

 やっぱりみんな県民に、４年目にかかった

ら、ＡＫＨ、ある程度僕はリアクションして

いかなきゃいかぬと思うんですよ。だけん、

そういうところで、非常に全国に先駆けて、

評価も高いこの取り組みについても、やっぱ

り今後も考えていただきたいと思います。 

 この前、ブータンの首相も東京に来られ

て、私も縁あってお会いする機会があって、

県の職員が農政のほうであか牛を売り込もう

ということで話をして、向こうの農林大臣が

熊本のあか牛の担当者をブータンに呼んでく

ださいとかね。熊本のそのＡＫＨの取り組み

について、評価が高いんですよ。しかし、中

身がついてこないＡＫＨでは、私はちょっと

いけないと思うんですよね。 

 最後に、部長に、今の話を聞かれて――部

長も、全体的に、来られたばかりだからわか

らぬと思うんですけれども、その指針だけで

もいいから、聞かれて、まあ尐し勉強されて

いると思いますので。ＡＫＨについても、３

日間も缶詰になって勉強されたと聞いたんで

すけれども、それはうそですかね。ちょっ

と。 

 

○島崎企画振興部長 企画振興部長でござい

ます。 

 蒲島県政の一番の県民総幸福量の最大化と

いうことですので、まず数字というものは、

基本的にその取り方ですとか、そういったも

のの深化をはかってきているものです。それ

をどういうふうに実際の最大化につなげてい

くかというのが一番大事なことなんだと思う

ので、その数字がどういうものであって、ど

ういう性格を持って、そういった点で、御指
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摘のとおり、一定の分析というのは必要です

し、当然のことながら、その周知ですとかあ

るいは理解を求めていくこと、それをベース

にして議論していくということを含めて、県

民総幸福量の最大化につながるんだと思うん

ですね。先ほど御指摘があった住民との対話

ですとか、こういうものをベースにして、う

まく使って総幸福量の最大化を達成していく

ということが必要なのではないかという感想

を持ちました。というのが私の感想でござい

ます。 

 

○田代国広委員長 このＡＫＨについては、

３年間ほぼ横ばいだということで、この受け

とめ方についてはさまざまあると思うんです

けれども、願わくば、やっぱりこの数値が尐

しでも上がることを県民も望んでおると思い

ますし、これは一小原課長の問題だけじゃな

くして、出先機関も含めて、全ての職員の方

々が、そういった認識を持ってこれから先や

っぱり頑張っていただくことがこの数値が上

がる最大の根拠になると思いますので、そう

いった形でなお一層の皆さんの頑張りを期待

しておきたいと思います。 

 

○荒木章博委員 委員長、いいこと言うです

ね。今私が言おうと、なら、最後に…… 

 

○田代国広委員長 関連。 

 

○荒木章博委員 関連じゃなくて、それば言

おうと思ったところが、最後に委員長が言う

もんだけん。 

 そういうことで、数値という問題も対象の

ものでありますけれども、実際数値だけの問

題じゃないんですよね。取り方、捉え方とい

うのは、これは基本的なＡＫＨの考え方なん

ですよね。ですから、これだけの立派なもの

は、やっぱり全国に発信できるように、今後

も全体で――委員長が言うたから、もう私は

言わんでよかごとなりましたから、そういう

ことで今後取り組んでいただきたいと思いま

すので。 

 終わります。 

 

○岩下栄一委員 関連で２～３あるんですけ

れども、大体事業名に横文字がついているの

は、非常に何か警戒して私取り組むんですけ

れども、横文字に弱いものだから。 

 それで、この満足度というのは、これはア

ンケートでとられるわけで、満足ですか、不

満ですかというような取り方ですか、調査

は。 

 

○小原企画課長 こちらの12の項目それぞれ

につきまして、５段階で評価してございま

す。１から５で数値をつけていただくように

しております。 

 

○岩下栄一委員 一般的な世論調査ではな

い、アンケート調査ということで。 

 

○小原企画課長 はい、アンケートでござい

ます。 

 

○岩下栄一委員 私は、これは非常に客観性

に欠けるなというふうに思うんですよ。前に

も申し上げたけれども、４月か何かの総務委

員会で。例えば、じゃあ歴史、文化につい

て、満足か不満足かというと、満足だ、不満

だどうだこうだと出てくるけれども、客観的

に熊本が歴史、文化の、例えばですよ。一つ

一つが県民の満足度をどれだけ達成している

かなと。例えば、図書館が足らぬとか、図書

が足らぬとか、あるいは文化施設がちゃんと

維持管理されてないとか、いろんな各論の思

いがあるわけですね、県民には。そういうも

のは、この満足度調査では出てこないんです

ね。 
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○小原企画課長 そこまで細かい項目に関し

ては、アンケートでは出てございません。 

 

○岩下栄一委員 ですから、このアンケート

の設問が非常に大ざっぱで、満足か、不満

か、まあまあかとかいうのは非常に大ざっぱ

過ぎると思うんですよ。客観性に著しく欠け

るし。だから、こういう調査は、非常に画期

的で、まあ県民参加型ということで評価され

る向きもあるけれども、意味があるのかな

と。失礼ですけれども、そういう気もしない

ではないとたいね。答えは要らぬけれども、

皆さんどうですか、委員各位は。こういう調

査が、満足か不満かで意味があると思うです

か。いっぱい書いてありますけれども。 

 県民の世論というのは、本当にこれで確認

できているかどうか。もうちょっと細かい客

観性が必要になってくるんじゃないかなとい

うふうに思うんですけれども、まあ意見とし

て申し上げておきます。答えは要りません。

前も申し上げたからですね。 

 

○西聖一委員 ちょっと今度は話変わりまし

て、ファシリティーマネジメントに関連して

ですけれども、この考えは本当これから大事

な考えで、財政が逼迫する中で、長寿命化と

か売却とか、いろいろ県も知恵を探っていか

なければならないと思いますが、その経費削

減のあおりで、これは具体的な例ですけれど

も、八代振興局の空調施設が１基ちょっと動

かなくなったということで、総務部長初め関

係者が大変御苦労されているという話を聞い

ておりますが、施設そのものももちろん長寿

命化していかないかぬですけれども、内部施

設あたりも、老朽化が早いとか、部品が15年

も前のやつはもうないとか、そういう現実的

な面もやっぱりあるようですが、そこら辺の

執務環境の長寿命化とか、そういう予算立て

とか管理について、何かお考えがあります

か。今回の件を踏まえて、どう考えられた

か、ちょっとお尋ねしたいと思います。 

 

○吉永管財課長 管財課でございます。 

 八代の空調につきましては、確かに設置後

の経過年数が18年ということで、耐用年数も

上回っているという状況でございます。 

 今回、管理全体が一元的にないということ

で御説明申し上げましたけれども、建物の施

設そのもの、それから、設備も含めて現状調

査をやっておりますので、その中で長期的な

視点で一元的に管理していくということで考

えています。 

 今回の空調に関しましても、調査をかけて

おりますので、今後計画的に改修していくと

いうふうに考えているところでございます。 

 以上でございます。 

 

○西聖一委員 きめ細かい調査をしていただ

きたいんですけれども、やっぱり15年とか、

耐用年数だけですぱっと切ってしまうと、や

っぱり現実にそぐわない部分もありますでし

ょうし、そこで働く人たち、そして県民を受

け入れる場所でもありますから、特に熊本は

ことしも――全国的に暑いんですけれども、

空調施設関係は注意を払っていただければと

いうふうにお願いをして、終わりたいと思い

ます。 

 

○内野幸喜委員 私も、このファシリティー

マネジメント、ここに３つの基本的取り組

み、県有財産の総量最適化、それから、効率

的活用、県有施設の長寿命化ですね。 

 これは耐用年数が何十年もたっている部分

があって、実際、現状のままだとどれぐらい

コストがかかるのか。また、これから長寿命

化をした場合に、そのコストをどれぐらい削

減できるのか。もう既に、去年からですか、

この算定プログラムの開発をやっていらっし

ゃると思うので、その辺の数字はもう出てい

ると思うんですけれども、そこをちょっと教
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えていただければというふうに思います。 

 

○吉永管財課長 これからどのくらい経費と

してかかるかという御質問かと思いますが、

これは基本方針策定の際に、非常に大ざっぱ

でございますが、施設そのものを全部保有す

る、更新していく、それから、一定の単価と

いうことで設定した結果を試算しています

が、向こう15年間で一応200億から400億とい

うことで、平均では330億かかるということ

でございます。ただ、これは非常に大ざっぱ

な計算でございますので、先ほど御説明しま

したとおり、ことしから将来的な経費の試算

を、プログラムを開発しまして試算していこ

うということで出ておりますので、今年後半

から来年にかけてその結果が出るというよう

に考えております。 

 以上でございます。 

 

○内野幸喜委員 じゃあ、現状では、毎年平

均で330億ぐらいかかっていくということに

なるんですか。 

 

○吉永管財課長 これは基本的には、今のと

ころ現状の予算としましては、営繕部門であ

る警察、それから教育庁、それから知事部局

の３課の予算を調査していますけれども、全

体的に施設の維持管理、改修費の予算は102

億ということになっております。 

 最初に申し上げたのは、全部を保有して、

なおかつ設計単価もＲＣで計算すると、将来

的にはこのぐらいかかるという大ざっぱな予

測でございます。 

 

○内野幸喜委員 いずれにしても結構な額が

やっぱりかかるわけですよね。特に熊本県の

場合は、財政状況も決していいわけじゃない

わけですから、これからこの長寿命化等でど

れぐらい削減できるか、そういう目標という

のは設定しているんですか。 

 

○吉永管財課長 先ほど御説明申し上げまし

た総合管理計画の中で、一応目標値も努力目

標として策定するようになっておりますが、

削減できる見込みにつきましては一応シミュ

レーションをすることにしていますが、今、

現状調査なり、将来の経費等を算定しており

ますので、そこら辺が出そろった段階でしか

出てまいりません。 

 

○内野幸喜委員 わかりました。 

 

○髙野洋介委員 関連して管財課にお尋ねし

ますけれども、今からそうやっていろいろリ

フォームしながらやっていって長寿命化を目

指すのもいいんですけれども、それでも多分

手に負えないようなやつとかもあると思うん

ですね。そうした場合に、建てかえるという

ような考え方もあると思うんですけれども、

提案をさせてもらいますけれども、アメリカ

とかヨーロッパでは、基本的に建物の建てか

えはできない地域が多いんですよ。外見はそ

のまま建てとって、それを維持、修繕しなが

ら内装を変えるということをずっとされてい

る地域があるんですけれども、そこは今行く

と非常に風情があるんですよね。特徴的な建

物が多いので。 

 今、県の役所の建物で、よく思うのが、あ

んまりどこも変わらない、特徴がないような

建物が多いので、もし今後建てかえる場合が

あったら、やっぱり特徴的なものを出しなが

ら、最初の設計の段階からいい材料を使った

らよくもつので、そこも考えて、多尐そのと

き単価は上がっても、ある程度ランニングコ

ストを考えると安く済む場合が多々あるの

で、そこも踏まえて、やっぱり管財課だけじ

ゃなくて、もちろん土木の技術屋さんとか、

いろんな技術屋さんの話も伺いながら建てら

れるんでしょうけれども、そういう考え方を

入れながらぜひやっていただきたいと思って
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おります。 

 国には、やっぱり財務省とかいろんなとこ

ろは、古い、歴史のあるような建物があるの

で、そういった建物もやっぱり私は県には必

要だと思っておりますので、抑えろ、抑えろ

だけじゃ私はいけないと思っておりますの

で、そこの考え方はありませんか。 

 

○吉永管財課長 管財課でございます。 

 先ほどの説明の中で、施設の長寿命化とい

うことで申し上げましたけれども、現在大体

平均40年程度で建てかえております。ですか

ら、それを予防保全しまして60年ぐらいにす

るということと、それから、長寿命改修しま

して90年ぐらいに延ばせないだろうかという

ように考えております。 

 今委員おっしゃったとおり、長寿命改修に

向けた仕様を土木等含めて検討しまして、今

後建築に向けては長く使えるような建物に最

初からする、なおかつ長寿命改修ができる部

分は長寿命改修して長くさらに使うというよ

うなことを、今年度から検討しようかと思っ

ております。よろしくお願いします。 

 

○髙野洋介委員 最後に要望しておきますけ

れども、知事がよく百年の礎を築くと言われ

ますので、県の建物も100年もつような、そ

ういう建物をぜひつくっていただきたいなと

思っておりますので、要望しておきます。 

 

○荒木章博委員 ファシリティーマネジメン

ト、非常に計画的に取り組んでいると。省エ

ネとか、太陽光とか、いろいろ全体計画を考

えながら将来に向けて取り組んでいって、老

朽化を防ぎながら、また建てかえも含めて考

えていくと。 

 ちょっと小さいことですけれども、こっち

の東館の庁舎の窓側を見ると、段ボール箱が

見えとっとですよ。倉庫はないのかなと思う

んですよね。だけん、倉庫は倉庫で、どこか

に一括して預けたらいいと思うんですよ。景

観上、よろしくないですよ。こんな県庁なん

かないですよ、景観上悪いのは。そこのとこ

ろ、ちょっとこれは検討していただきたい

と。吉永さん。 

 

○吉永管財課長 一応、委員おっしゃったと

おり、段ボールを廊下等に見せるということ

で、消防法との関係もございますので、適切

ではございませんので、指導しまして、何ら

かの措置を考えたいと思います。ありがとう

ございます。 

 

○荒木章博委員 お願いします。安全上も。 

 終わりです。 

 

○前田憲秀委員 私も関連してお尋ねをした

いと思います。 

 説明資料の３ページで、必要性と考え方の

中で、全庁的なマネジメントの不在が課題と

いうことでこのファシリティーマネジメント

を導入しておりますということでした。 

 まさしく、全庁的な本当に問題があると思

うんですけれども、隣の４ページでは「な

お、本方針の考え方は、すべての県有財産を

対象としているが、道路、河川などのインフ

ラ施設や公営住宅、都市公園等は、各所管部

局でマネジメントに取組み」というふうにあ

ります。これは、後でも出てきます、県有財

産利活用推進会議でその取りまとめをすると

いうイメージでいいんですかね。 

 

○吉永管財課長 会議の中で取りまとめると

いうことでございます。 

 

○前田憲秀委員 すると、その会議の責任者

は課長になられるんですかね。どんな感じで

すか。 

 

○吉永管財課長 管財課のほうでまとめ役を
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やっております。 

 

○前田憲秀委員 わかりました。 

 この件は、管財課さんとも私もいろいろや

りとりをさせていただいています。私もいろ

いろ勉強もさせていただいているんですけれ

ども、我が党としても、防災、減災ニューデ

ィールで長寿命化できるものはやるべきだと

いう話もあります。ただ、ある一方、20年、

30年長寿命化できるからこそ、今までの考え

方のライフサイクルコスト上、予算がよりか

かってしまうという指摘もあるところでも聞

いたことがあるんですけれども、そういう問

題意識は何かありますか。 

 

○吉永管財課長 予算の関係でございますけ

れども、一例を申し上げますと、40年で建て

かえるところを、長寿命改修して長く使うと

いうことからいきますと、軀体は使えますの

で、その周辺部だけの長寿命改修でございま

すから、金額としては予算は非常に削減でき

るんじゃないかと思っております。 

 

○前田憲秀委員 個別のあれなので、またし

っかり私も勉強していきたいと思うんです

が、いわゆる高度経済成長期にどんと建った

建物がまとめて耐用年数を迎えるんですよ

ね。ですから、それを長寿命化して、さまざ

まな、今までにないような事態が起こり得る

ということも指摘を専門家がしております。

そういったこともぜひ検討対象にしていただ

きたいというのをまず要望させていただい

て、各部局でということで、大きくやっぱり

学校施設、それと道路、河川、橋梁、こうい

ったのも非常にこれからは重要な問題が起き

てくるんじゃないかと思いますので、先ほど

の県有財産利活用推進会議というのは、例え

ばホームページ上でこういう議論をいたしま

したとか、そういうのはどうなんでしょう

か。県民の皆さんにお知らせする場みたいな

のはあっているんですかね。私も、ちょっと

まだきちんと確認はしてないんですけれど

も。 

 

○吉永管財課長 利活用推進会議の会議内

容、それから、今後の計画というものに関し

ましては、ホームページで公表いたしており

ます。 

 

○前田憲秀委員 わかりました。私も、しっ

かりまた見て、それに対しても御意見もさせ

ていただきたいと思います。 

 そもそもなんですけれども、このファシリ

ティーというのが、県民の皆さんでどれぐら

い理解されているのかという、先ほど横文字

ばっかりという話もありましたけれども、人

とか、物とか、時間、いわゆる今まで管理中

心であった行政が、いわゆる戦略的に考えな

いといけない時代ということなので、そうい

う意味では、今までにないようなこともいっ

ぱい出てくるんじゃないかと思います。ま

た、出てこないとうそだと思いますので、そ

ういうときに、どういうふうに県民の皆さん

に説明できるのかというのも、その広報も含

めてとっても大事じゃないのかなと思ってい

ますので、ぜひ、課長も大変なお立場じゃな

いかなと私は思っていますので、頑張ってい

ただきたいと思います。 

 以上です。 

 

○田代国広委員長 ほかにありませんか。 

 

○岩下栄一委員 防災ですけれども、この

間、陸上自衛隊の図上訓練をちょっと見学し

てきましたけれども、陸上自衛隊を中心に、

県、市町村、いろんな組織が共同して、緻密

な災害の有事における防災体制を編成して、

非常に緻密な図上訓練を見て感動したんです

けれども、この広域防災拠点構想というのは

九州全部をカバーするわけですかね。 
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○岡田危機管理防災課長 私どもは、そのよ

うに理解して構想をまとめております。 

 

○岩下栄一委員 それで、直接は関係ござい

ませんが、川内の原発ですけれども、九州電

力とは川内原発に関しては防災覚書を交わし

ておられると。鹿児島県は、地元だから防災

協定ということになっていますけれども、こ

の防災協定と防災覚書とはどう違うんですか

ね。 

 

○岡田危機管理防災課長 鹿児島県の協定と

いうのは、ちょっと私も内容を正確に把握し

ておりませんけれども、本県で九州電力と取

り交わしています覚書については、立地県と

同様の水準で情報提供をいただくことを、九

電との間で覚書を取り交わしております。 

 

○岩下栄一委員 防災協定と覚書はどう違う

かは私もよくわからないけれども、どうせな

ら協定を結んで、緻密な連絡体制をとってい

ただいたほうがいい。といいますのが、御承

知のとおり、川内原発も近々再稼働するとい

うことで、これに関しては、桜島の爆発と

か、いろんな自然現象による危険というのが

指摘されております。 

 それで、10キロ圏内とか30キロ圏内とか言

うけれども、放射能は新幹線より速いですか

らね。川内から40分ぐらいで熊本に来るけれ

ども、放射能は１～２分で来るんじゃないで

すか。一気にやってくる。そういうことを考

えると、この九州防災拠点構想の中にも原発

への対応をやっぱり位置づける必要があると

私は思うんですね。全然どこにもそれはござ

いませんけれども。地震だけじゃありませ

ん。自然災害だけじゃありません。そういう

原発事故というのも、全く想定外とか、あり

得ないということはないからですね。そうい

うことを、やっぱりこの拠点構想の中にどこ

か位置づける必要があるんではないかなと思

います。 

 それと、やっぱり県民が不安を感じます。

この不安の解消というのも大事なことなんで

すね。現実に事故が起こるということじゃな

くて、不安を持っている県民がいるとするな

らば、これを行政が解消していく、そういう

努力も必要になってくると思いますけれど

も、いかがですかね。 

 

○岡田危機管理防災課長 先ほどの覚書の件

ですが、九州電力からの情報提供につきまし

ては、立地県と同等の情報をいただけるもの

というふうな内容になっております。ただ、

協定のほうは、恐らく原子力災害対策協定の

部分もあるかと思いますので、そういう意味

では若干違う部分はあるかと思いますが、立

地県としての対策についての協定の内容は含

まれているというふうに思っております。 

 九州全体の防災拠点構想の中に位置づける

かということにつきましてですけれども、私

ども、九州を支える防災拠点構想を策定して

おりますが、これは、いわゆるあらゆる災害

を想定した対応になりますので、そういう意

味では、原子力災害、いわゆる圏域をまたが

るような大きな災害が起これば、対応として

は同様の対応をとっていくというふうなこと

になるかと思います。 

 あと再稼働につきましては、私ども、直接

再稼働について情報を得るような立場にはご

ざいませんけれども、原子力災害に対する対

応については、できるだけ覚書等を通じて入

手した情報については、地元の自治体、もし

くは県民の皆様にも開示をして、情報提供を

図ってまいりたいというふうに思っておりま

す。 

 

○田代国広委員長 原発の県民の不安に対し

ては、かなり高度な政治判断が必要だと考え

られますので、ここでの答弁はちょっと無理
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だと思います。いいですか、それで。 

 

○岩下栄一委員 いいですよ。答弁は要りま

せんけれども、やっぱり高度の政治判断っ

て、国策ということを今委員長から御指摘、

そのとおりです。そのとおりですけれども、

地方公共団体としてやっぱり対応すべきこと

も十分ありますからですね。 

 まあ、熊本は今のところ必要ないけれど

も、ヨウ素剤の備蓄とか、いろんな課題が今

後出てまいりますので、十分情報をとってい

ただきまして、県民の安心、安全のために努

力をしていただきたいと要望しておきます。 

 

○荒木章博委員 関連して、原発に関するい

ろんな対応の仕方というのは、やっぱり被爆

の状況においての予備知識とか、そういう対

応の仕方というのは、私は積極的に対応すべ

きだというふうに思っております。 

 それと、この２ページに、九州広域防災の

拠点構想の取り組み状況についてということ

で、どちらかというとこれは南海トラフを中

心とした考え方が多いと思うんですよ。過去

に有明海の島原大変肥後迷惑と、5,000人の

熊本県民が亡くなったという非常に悲惨な、

今小島小学校の横に記念碑が建っています。

それも、ちょっと色あせてありますけれど

も。そういう思いを振り返ったときに、やっ

ぱりこういう問題も、議会やら、防災の委員

会やら、いろんなところでも対応をお願いし

たりして、非常に県のほうと市のほうと連携

をとっていただいて、９月議会で16億2,000

万の予算を計上していただいて、４年間です

か、最終的に４年間で有明海のサイレンを整

備するということが一応決定をしているわけ

ですね。 

 これは、県においても、そういう知事公室

長初め、防災にかかわる担当者の方たちが、

やっぱり市に対しての取り組みというのを取

り組まれたと。防災に対して16億も熊本市が

つけるということはかつてないことだと私は

思いますので、この点についてはお礼を申し

上げたいと、かように思っています。 

 ただ、１点だけ。あの地域で防災の場所と

いうことで、西高のグラウンド、あの地域は

真っ暗なんですよ。それに教育委員会のほう

で一部照明をつけるということであったとこ

ろが、電柱に照明をつけるといったら、その

重さに耐え切らんけんということで設計をや

り直すとかですね。何かやることについて、

いざ災害が起きたときはどうなるのかと。ま

だ返答も何もないんですよね。 

 だけん、そこあたりを、ちょっと教育委員

会が管轄であるなら、やっぱり拠点として

は、防災の拠点は熊本市が指定をしているん

ですけれども、実際熊本市がやるべきだけれ

ども、今回は県のほうがやるということなん

です。防災のほうもやっぱり入っているもの

ですからね。このあたりについて、県、市の

教育委員会との防災のほうとの連携につい

て、もっとやっぱり取り組んでいただかない

かぬと思うんですけれども、その点について

どう考えられますか。 

 

○岡田危機管理防災課長 避難場所として熊

本市が指定いたしております西高の夜間照明

の対応につきましてですけれども、施設管理

者であります教育委員会のほうに確認をいた

しましたところ、西高については、立地環境

から、他校と比べて夜間校内が暗いというこ

とで、防犯や生徒の安全確保の観点、さらに

は避難時の危険防止をも考慮して、今年度、

照明の整備を行うというふうなことで聞いて

おります。 

 

○荒木章博委員 その照明をやるのは決まっ

ているんだけど、また延びちゃったんです

よ。また延びたんですよ、今言うたようにで

すね。ですから、そういったところも、やっ

ぱり真剣、何というかな、防災というのはい



第４回 熊本県議会 総務常任委員会会議記録（平成26年８月７日) 

 - 21 - 

つ起きるかわからぬわけですからね。そうい

ったところをぜひ指導を、教育委員会にも指

導を防災の観点からやっぱりしていただきた

いと。ただ学校の中につけるという感覚だけ

では僕はいかぬと思うんですよ。そういうと

ころをお願いします。要望です。 

 以上です。 

 

○髙野洋介委員 １点だけ。九州防災拠点構

想、これは県で多分いろいろと動かれている

んですけれども、ほかの九州各県の――この

熊本県が動いている、反応とか、それに対し

ての他県からの連携の打診とか、そういうの

はあっているんですか。 

 

○岡田危機管理防災課長 九州の防災拠点構

想を１月に策定しまして、直ちに九州各県に

も、熊本県としてはこういった構想を取りま

とめましたということで、九州各県にもお届

けをいたしております。 

 反応という意味では、特に御意見等、直接

的に私どものほうに寄せられているというの

はございませんが、説明の中でも申し上げま

したように、昨年12月に南海トラフを想定し

た訓練を実施いたしました際には、九州全体

の応援協定の中では、九州知事会の会長県で

あります大分県が支援本部の本部長を務める

予定になっております。大分県が被災した場

合は、副会長の鹿児島県が担当することにな

るんですが、南海トラフを想定した場合、大

分県も鹿児島県も被災をしてしまうというこ

とで、その段階まで想定した場合には、熊本

県、私どものほうがお引き受けをして支援代

行を行ってまいります。 

 現地対策本部をどこに置くかという件につ

いては、九州各県ともいろんな考え方がござ

いまして、一つは、災害の場合、被害が一番

大きな地域により近いところに現地対策本部

を置くというふうな考え方がございますの

で、例えば宮崎県ですとか大分県も、ぜひ自

分たちのところが大きな被害を受けるという

想定になっているので、当然自分のところに

来るのではないかというふうな期待をしてお

りますし、国の出先機関が集積しているとい

う点では福岡県も、当然自分のところにとい

うふうなことも考えておると思われますの

で、今のところ、私どもの構想を踏まえて、

九州全体でもろ手を挙げてこの方向でいこう

というふうな声は、九州各県からはいただい

てはおりません。 

 

○髙野洋介委員 だと思います。そういうう

わさを聞いておりますし、で、ここで大事な

のは、多分それぞれのケース・バイ・ケース

によって状況が変わって、拠点が変わると思

うんですよ。確かに、南海トラフに関しては

熊本県は有利なんでしょうけれども、ほかの

災害があったときには、また違う県が拠点に

なると思うので、そこは、この構想云々じゃ

なくて、やっぱり九州は一つとして、私は、

そこで知事会か何かでいろいろケース・バ

イ・ケースを想定しながら、訓練なり会議な

りをしながら、議論を深めていきながらやっ

ていくのが私はベストだと思いますし、それ

を踏まえて、国に対しての要望をどんどんど

んどん私はしていくべきだと思っております

ので、そういう動きを今後したほうがいいと

思いますので、ぜひ御検討のほうをお願いい

たします。 

 

○田代国広委員長 ほかにありませんか。 

 

○内野幸喜委員 世界遺産について、先ほど

説明がありましたけれども、大体推薦から決

定まで最短２年と。熊本県がかかわるこの２

件について、ぜひ決定してもらいたいと思う

んですけれども、ユネスコのほうで、今世界

遺産が1,000件を超えて、よく言われている

のが、大体1,000件ぐらいが適正数じゃない

かという話があって、これからその辺がどう
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なるのか。今ちょうど世界遺産ブームで、日

本はどんどんどんどん推薦を出して決定して

くれということになっていますけれども、そ

の点はどうですかね。見通し。 

 

○本田文化・世界遺産推進室長 確かに、今

年度で1,000件を突破したということはござ

いましたが、それで来年度制限するというよ

うな話もあっておりませんし、枠としまし

て、例えば２年に１回するとか、３年に１回

するとか、その辺の話も検討があっていると

いうのは聞いておりませんので、1,000でも

うこれで打ちどめということはないと思いま

す。ただ、どうしても先行して本当に世界的

にも、もともと有名だったもの、そういうも

のはかなり登録が終わっておりますので、年

々調査がやっぱりシビアに見るとか、そうい

うことは出てきているのかなと思います。 

 また、もう１点、一昨年まで、富士山が推

薦をされたときまでは、各国１年に２件ずつ

推薦が可能でした。富士山が推薦になったと

きにですね。それが、その次、平成25年度か

らが年に各国１件ということで、そこで一旦

数が絞られているということはございます。 

 

○荒木章博委員 世界遺産は、ごらんのとお

り、ユネスコの宣言、一番トップから、今回

また長崎を含めた２番目、そして次に阿蘇で

すね。見込みとしては、大体何年ぐらいまで

に次のぐらいに入ってきますか。 

 

○本田文化・世界遺産推進室長 阿蘇がいつ

暫定リストに入るかということでのお尋ねだ

ったかと思うんですけど、これが例えば文化

財の指定とかいうことでしたら、何か準備を

整えて申請するということで実現するという

のがございますが、これが例えば申請の手続

とかその辺を国が全く示さずに、国がもうそ

ろそろ、例えば暫定リストがかなり減ったな

というときに、国が、まあ恣意的にと言うと

おかしいですけれども、そのときに国の考え

だけで入れていく、そういう形が今とられて

いるところです。 

 ですから、非常に目標年次というのが示し

にくうございまして、ただ、今暫定リストが

10件ございますが、これがやっぱり前回追加

になったときは、あと残り３件とか、そうい

う形になったときに追加をしておりますの

で、年に１件ずつ減っていくということにす

ると、もう尐し時間がかかるかなと考えてお

ります。 

 

○荒木章博委員 最後に要望ですけれども、

熊本にはいろんな歴史文化的なものもたくさ

んあると思います。そういったものも、次の

段階の準備として、まあ１つのものが１年、

２年でできる問題じゃないんですけれども、

そういうのも組み立てながら、今後世界遺産

を一つ一つ確実に――大変なことだと、室

長、思いますけれども、今後引き続き、そう

いう次、次に続くものをやっぱり出していた

だきたいなと要望しておきます。 

 以上です。 

 

○岩下栄一委員 世界遺産についての要望で

ございますけれども、阿蘇ですけれども、阿

蘇は文化遺産でもなければ産業遺産でもな

い、複合遺産という位置づけのほうが妥当だ

と思うんですね。文化と産業が一体になって

いる土地。 

 その中で、この14ページの中に、構成資産

として阿蘇神社、建造物、国指定とあります

けれども、私は、阿蘇神社をめぐるいろんな

祭事、おんだ祭りとか火振り神事とか、いろ

いろ文化と農民の生活と非常に密着した阿蘇

のお祭りがたくさんございます。そういうふ

うなものは文化遺産ですね。それから、大火

山は自然遺産、これを合わせると複合遺産と

しての評価ができると思うんですよね。その

あたりでいろいろ構想を構築してほしいなと
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いうふうに思いますけれども、楢木野さんが

阿蘇出身でありまして、楢木野さんあたりが

気合い入れてひとつ……(発言する者あり) 

 

○田代国広委員長 要望ですか。 

 

○岩下栄一委員 要望です。楢木野さん、何

か言うてもよかですよ。 

 

○楢木野理事 私も、先般まで阿蘇の地域振

興局長もしていましたし、この点については

今後とも力を尽くしてまいりたいと思ってお

りますので、よろしくお願いいたします。 

 

○田代国広委員長 なければ、これで報告に

係る質疑を終了します。 

 次に、その他で何かありませんか。 

 

○荒木章博委員 ２つだけ、ちょっと要望も

兼ねて。 

 この前、日韓のコンサート、あれはたしか

空港事務所か何かでやられたんですか。ああ

いうのも、実際せっかくやるなら――吉田さ

ん、行ったんですかね。ああいうのも、やっ

ぱり委員ぐらいには、空港の活性化ですか

ら、やっぱり案内をするとか、お知らせをす

るとかぐらいはやってほしいなと思うんです

けれども、どうですか。 

 

○吉田交通政策課長 コンサートではなく、

ダンスフェスティバル…… 

 

○荒木章博委員 ダンスフェスティバル。 

 

○吉田交通政策課長 あちらにつきまして

は、阿蘇くまもと空港振興協議会の皆様と、

あとくまもと21の会の皆様が主催ということ

で、私は来賓ということでお呼びいただきま

して、やらせていただきました。非常に民間

中心にやっていただいて、小学校の子供た

ち、日韓、タイの子供たちを21の会の方々が

お呼びをして、ダンスフェスティバルという

ことで交流していただくというイベントでご

ざいました。 

 そういうことで、我々が主催者ではござい

ませんでしたが、今後、しっかりそういった

イベントについて、議員の皆様にも周知徹底

を図ってまいりたいというふうに思っており

ますので、申しわけございませんでした。 

 

○荒木章博委員 あれは補助金も何も出して

なくて、その人たちがやっていると。 

 

○吉田交通政策課長 県から直接お金は出し

ておりません。 

 

○荒木章博委員 空港事務所が出しているん

ですね、一部。 

 

○吉田交通政策課長 振興協議会の部分では

多尐は出しておりますけれども、ほとんどが

21の会のほうで協賛金を集められてやってお

られます。 

 

○荒木章博委員 もう１点。いろんな人たち

から話があるんですけれども、安倍総理大臣

は、ずっと日程が――まあ、あんなに何分後

に、15分置きにやる必要はないんですけれど

も、知事の日程ですよね。あれあたりも、で

きる範囲内ならば――指摘が私に何人かあっ

たんですけれども、どんな人たちが来客で来

ているのかなという話もあったものですか

ら。 

 それは知事のプライベート、プライベート

はないわけですから、きょうも５件、来客対

応、来客対応、来客対応だけど、20分ずつあ

っても100分ですよ。知事の公務ですから。

そういうところは、どうですか、秘書課長、

発表を――それは今言えぬでしょうけれど

も、ある程度来客対応で入れられる部分にお
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いては、どんなものですかね。やっぱり県民

は、来客対応って書いてあるものだから、そ

れできょうも５件あるんですよ。割く時間は

１時間ですよ、この忙しいのに。だから、よ

っぽどのお客さんたちだろうというふうに思

うんですけれども、こういうのはやっぱり公

表できないんですかね。 

 

○大村秘書課長 秘書課長でございます。 

 知事の日程につきましては、やっぱり透明

性というか、県民に説明、しっかりお知らせ

するということで、極力出すようにしており

ます。ただ、来客につきましては、ケース・

バイ・ケースで対応しているところでありま

して、あれは各課の考えというのもあるもの

ですから、今のところ来客という表現の仕方

にしておるところでございます。 

 基本的には今の形でというのを考えており

ますが、ちょっとこの場で、済みません、お

答えしづらい部分はあるんですが、いろいろ

日程の情報提供等について、また見直し等を

考えていく際には、また一つのお話として現

段階では承っておければというふうに思って

おります。 

 

○荒木章博委員 知事は、公的な人で、公的

な場所で、知事室で会われるというわけです

から、私は、来客対応、来客対応、来客対

応、来客対応、来客対応、きょうは５つも書

いてあるけん、もう書かんならよかっです

よ、ほんなこつなら。どうせ見せぬなら、ど

うせ公表せぬなら、黙っとくとよかっです

よ、書かんで。何も書かんでおくとよか。そ

れだけ来客対応というのは、20分も100分も

知事がその時間を割けられるならば、やっぱ

りこれは書くべきです、熊日の記事が長くな

っても。みんな県民はそう思っていますよ。

余りにも最近来客対応が多いから。 

 そういった中で、やっぱり会議とかなんと

かは書かれないでしょうから、来客対応につ

いてあるならば――だから、知事の今時間が

忙しいわけですよ。いろんな人に会えないん

ですよ、役所の中でも。報告とか。そういう

のは要望しておきます。 

 以上です。 

 

○西聖一委員 兵庫県議会議員の方から発生

して、また政務活動費の問題とか、いろいろ

全国的な動きになっているようですが、私た

ちの熊本県議会は、議員を中心に、しっかり

領収書も添付するとかいう取り組みもしてい

るところですが、どうですか、議会サイド事

務局のほうでは、いろいろ事務方の連絡調整

とかあっているんじゃないかと思うし、いろ

んな視察、問い合わせもあっているんじゃな

いかと思いますが、その中で、何か私たちに

教えていただくとか、何かそういう動きがあ

ればちょっとお聞きしたいなと思ったんです

けれども。 

 

○後藤議会事務局次長 政務活動費につきま

しては、おっしゃるように、新聞等で兵庫県

の議員の方が問題になりまして、それ以後、

マスコミ各社から、特にまた内容の確認と

か、いろんな形で来ております。 

 今のところ、熊本県については、ほとんど

課題になるような点は言っておられませんの

で、ある程度今まで政務活動費については厳

しく、厳しくと言うと失礼ですけれども、内

容をかなりお願いして詳しく書いていただく

ようにしておりますので、そういう意味では

ある程度対応はできているかと思います。微

妙な問題もありますので、そういうところに

ついてはできるだけ研究して、県民の皆様に

公開して、問題がないように対応していきた

いと思います。 

 今後また情報を集めて、そのたびに先生方

にも御説明させていただきたいと思います。 

 以上です。 
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○荒木章博委員 １つだけちょっと。財政に

ついて、県民に支払いとか、そういうのは積

極的にやっていってこそということで、事故

繰りとか繰り越しとか、内野先生もこの前質

問されたりした。この前、６月委員会だった

ですかね。これから大体約２カ月ちょっとた

っていますけれども、今の状況はどうです

か。実際言うて、順調に。この前、財政課長

が、各課に全部連絡しながら積極的に――あ

れは300億だったですか、繰り越しがあった

のは。300何十億ぐらいあったでしょう。そ

れについて、どういうふうに今号令をかけら

れて、どうなっているのか、ちょっとお聞か

せを。大事なことなので。 

 

○福島財政課長 財政課でございます。 

 公共事業等の契約率のお尋ねかと思いま

す。６月議会でも御質問いただいておりまし

て、繰り越しの額とか、そういったものを報

告したところでございます。 

 今般、６月末の段階で契約率を出しまし

て、このたび総務省のほうでも、都道府県別

に、これは県ごとあるいは市町村分の合計ご

とで公表もなされたところでございます。 

 本県の数字をちょっと申し上げさせていた

だきますと、いわゆる経済対策の関係と、あ

と繰り越し分あるいは当初予算分を含めたと

ころ、前回も分けて御説明いたしました。 

 まず、経済対策の関係につきましては、今

のところ契約率は21.8％ということで、６月

末の段階の数字でございます。それから、ほ

かの繰り越しの関係、さらには当初予算の関

係も合わせたところでいきますと、30.5％と

いう結果でございます。 

 国の要請が、この30.5％に対応するものが

40％以上でございましたので、それにはちょ

っと達しておりませんけれども、例年と比べ

た契約率からいけば今年度は高くなっており

ますので、そういった意味では経済効果等に

ついては一定の効果が出ているものと思って

おります。 

 ただ、今後が非常に大事になってまいりま

す。このたび８月４日付で、改めて財政課の

ほうから、こういう状況でありますので、９

月に向けてまた頑張ってもらいたいというこ

とで周知をいたしております。 

 なお、今のところ、特に事業の中心となり

ます土木部、農林水産部あたりの今後の見通

しを踏まえますと、９月末で、国の要請が全

体では６割以上という目標があっております

けれども、それについては今のところ達成で

きるのではないかなというふうに財政課とし

ては考えております。見通しを立てておりま

す。 

 

○荒木章博委員 やっぱり大事なことなんで

すよね。いかにやっぱりお金を全体的に回し

ていくか、経済浮揚をやっていくかと、これ

はやっぱり財政課あたりの管轄で全庁に投げ

ていただかないと、特に土木あたりの――大

変ではあると思うんですけれどもね。こうい

った金で事故繰り、繰り越し、それには応分

なやっぱり対応をしていく、そういうやっぱ

りお金を動かしていく、こういう発信を――

今も取り組むということで、見込みもあると

いうことですけれども、またそれに輪をかけ

て努力をしていただきたいと、かように思っ

ております。 

 以上です。終わります。 

 

○田代国広委員長 ほかにありませんか。 

  （｢ありません」と呼ぶ者あり) 

○田代国広委員長 なければ、以上で本日の

議題は終了いたしました。 

 最後に、陳情・要望書等が１件提出されて

おりますので、参考としてお手元に写しを配

付しております。  

 それでは、これをもちまして本日の委員会

を閉会します。お疲れさまでした。 

  午前11時37分閉会 
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